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エネルギー分散型 X 線分析）、電気化学測定、電池試験の詳細を記述している。  
 第３章では、アルミニウム箔集電体にスズを 10 μm 厚程度になるように電解めっ
きした電極（以後、Sn–Al 電極と表記する）を用いて、Na[FSA]–K[FSA]イオン液体






 第４章では、Sn–Al 電極を用いて、Na[FSA]–K[FSA]イオン液体中 363 K における
Na–Sn 合金の形成電位と熱力学量を調べた結果について述べている。定電流間欠滴






銅箔集電体にスズを 1 μm 厚程度になるように電解めっきした電極（Sn–Cu 電極）を
作製し、Na[FSA]–K[FSA]イオン液体中 363 K における充放電特性を調べた結果につ
いて述べている。その結果、463 K でアニーリング処理を施した Sn–Cu 電極が良好
なサイクル特性が得られることを見出した。特に、463 K で 4 時間アニーリングした




 第６章では、ニッケル箔集電体にスズを 1 μm 厚程度になるように電解めっきした
電極（Sn–Ni 電極）を作製し、Na[FSA]–K[FSA]イオン液体中 363 K における充放電
特性を調べた結果について述べている。その結果、アニーリング未処理の Sn–Ni 電
極が 100 サイクル後においても 343 mAh (g-Sn)–1 の容量を保持し、Sn–Cu 電極よりも
高い可逆容量を示した。各種分析の結果、電解めっき時に生成する Ni–Sn 合金相が、
充放電時のスズの膨張収縮によるひずみを効果的に緩和する電極構造形成に寄与し





 第７章では、鉄箔集電体にスズを 1 μm 厚程度になるように電解めっきした電極
（Sn–Fe 電極）を作製し、Na[FSA]–K[FSA]イオン液体中 363 K における充放電特性
を調べた結果について述べている。その結果、533 K でアニーリング処理を施し、
Fe–Sn 合金を形成させることで、Sn–Fe 電極のサイクル特性が改善することが分かっ
た。特に、533 K で 2 時間アニーリングした Sn–Fe 電極は、100 サイクル後において
も 191 mAh (g-Sn)–1 の容量を示した。また、完全に鉄とスズを合金化させた FeSn2
箔を作製し、FeSn2 相のナトリウムに対する活性を調べたところ、FeSn2 箔は 1 サイ










化学的挙動についてまとめたものであり、得られた主な成果は次のとおりである。                                   
 
１．アルミニウム箔集電体にスズを 10 μm 厚程度になるように電解めっきした電






２．Sn–Al電極を用いて、Na[FSA]–K[FSA]イオン液体中 363 Kにおける Na–Sn合金の形成
電位と熱力学量を調べた結果について述べている。定電流間欠滴定法 (GITT; Galvanostatic 




３．銅箔、ニッケル箔、鉄箔集電体上にスズを 1 μm 厚程度になるように電解めっ
きした電極（それぞれ Sn–Cu 電極、 Sn–Ni 電極、 Sn–Fe 電極）を用いて、
Na[FSA]–K[FSA]イオン液体中 363 K における充放電特性を調べた。その結果、463 
K で 4 時間アニーリングした Sn–Cu 電極が 1000 サイクルにわたって 100–120 mAh 
(g-Sn)–1 程度の安定した容量を示した。また、アニーリング未処理の Sn–Ni 電極、
および 533 K で 2 時間アニーリングした Sn–Fe 電極が、それぞれ 100 サイクル後
に 343 mAh (g-Sn)–1、191 mAh (g-Sn)–1 の容量を示し、Sn–Cu 電極よりも高い可逆
容量が得られた。さらに、それぞれの電極で良好なサイクル特性が得られた要因
を電子顕微鏡観察などの手法を用いて調べ、電解めっき時およびアニーリング
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